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研究成果の概要（和文）：わが国の過疎地域では出産の多くを里帰り分娩が占めている。本研究は、わが国の過疎地域
616ヵ所の市町村における、里帰り分娩に対する母子保健サービスと地域支援体制に関する実態調査である。人口が減
少している過疎地域にとって、里帰り分娩は分娩取扱い産科医療施設をはじめ、地域の活性化にとって重要である。し
かし、里帰り分娩に対し、これまで特別に配慮した母子保健サービスは行われておらず、里帰り分娩そのものも減少傾
向にある。
里帰り分娩に対し、家族への、きめ細やかで継続した支援の充実が望まれる。早急に、里帰り分娩に対する母子保健サ
ービス内容の充実と容易にアクセスできるネットワークの構築が望まれる。

研究成果の概要（英文）：Many of births in the underpopulated areas in Japan are the homecoming 
deliveries. This study is to clarify the contents of the maternal and child health services for the 
homecoming births which have been carried out in the areas municipalities (616 places). For the areas 
where the population is decreasing, homecoming births are important for the activation of the region. 
Because of the special considerations of the maternal and child health services have not been performed, 
so homecoming births also are decreasing recently.
It is necessary to construct the network that can be easily accessed to the maternal and child health 
services for the homecoming births and their family as soon as possible.

研究分野： 母子保健学
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１．研究開始当初の背景 

わが国の出産形態において里帰り分娩

はかなりの割合を占めているが、市町村実

施の母子保健サービスは地域住民を対象と

しているため正確な実態は把握されていな

い。里帰り分娩とは分娩およびその前後の

期間を産婦の生家で過ごすことをいい、わ

が国独自の慣習としてあり、希望者も多い。 

里帰り分娩は産科学的にはリスクファ

クターとみなされるが、産婦人科学会の用

語集や産科学のテキストに定義は記載され

ておらず、母子保健行政の中では特にフォ

ローするシステムにはなっていない。里帰

り分娩は実家の母親からの心身両面へのサ

ポートが受けられる反面、妊娠初期からの

健康診査や保健指導における一貫性の欠如

や市町村からの産前産後の母子保健サービ

スを受けにくい状況にある。さらに、父親

役割獲得の遅れや自宅に帰宅後の孤立感、

実家の家族の負担増等多くの問題がある。 

母子保健サービスの多くが市町村単位

で実施されている中、他の行政区域からの

里帰り分娩に対しても適切な母子保健サー

ビスが提供されなければならない。妊娠と

出産に関する安全性と快適さの確保におい

て里帰り分娩のメリットを生かしデメリッ

トに対応した、継続的母子保健サービスや

社会支援が不可欠である。 

 

２．研究の目的 

人口減少の著しい過疎地域では、産科医

不足や分娩受入れ施設の閉鎖、集約化が進

められる中、出産の多くを里帰り分娩が占

めている。本研究ではわが国の過疎地域に

おける里帰り分娩に対する母子保健サービ

スや地域支援の実態およびニーズを明らか

にするとともに、里帰り分娩に対する妊娠、

出産および子育て支援が、自宅や里帰り先

それぞれの行政や医療機関の連携のもとに

継続して受けることができるシステムの開

発をめざすものである。 

本研究では（1）過疎地域における里帰

り分娩に対する母子保健サービスと地域支

援体制の実態、（2）里帰り妊婦を対象とし

たニーズおよび（3）過疎地域の産科医療施

設の現状把握を目的とする。 

 

３．研究の方法 

本研究は（１）過疎地域における里帰り

分娩に対する母子保健サービスと地域支援

体制の実態調査、（2）里帰り妊婦を対象と

したニーズ調査および（3）過疎地域の産科

医療施設の現状把握を目的とする。 

対象となる過疎地域とは、「過疎地域自立

促進特別措置法第 2 条 1 項適用の 616 市町

村(2015 年４月１日時点)を対象とし、いわ

ゆる｢みなし過疎」および「一部過疎」の市

町村は対象外とする。 

(1)過疎地域における里帰り分娩に対する

母子保健サービスと地域支援体制の実態調

査 

対象：過疎地域 616 市町村の母子保健担当

者 

方法：郵送法によるアンケート調査(返信用

封筒により回収) 

内容：市町村の属性(面積、人口、出産件数

等)産科医療体制および医療機関の現状、産

前産後に実施している母子保健サービス内

容とスタッフ教育、里帰り分娩対象者の把

握状況、里帰り分娩者およびその家族に対

する行政サービスの実施内容(自宅に帰っ

た後の継続支援サービスの有無、帰省時の

同胞への保育所や学校への一時受入れ、帰

省にかかる財政補助やその後の帰省促進を

図る事業プランの作成等) 

質問内容には個人情報や市町村名は含まれ

ない。回答は任意であり、返送により了解

が得られたものとすること、回答の有無に

より何ら不利益を被ることはない旨依頼文

に記載する。得られたデータは統計的に処

理され、個々の市町村は特定されない。そ

の他倫理的配慮に留意する。 



(2）里帰り妊婦を対象としたニーズ調査 

対象：I 県における過疎地域（3 市）の医療

機関(3 ヵ所)で I 県外からの里帰り分娩を

行う妊婦 

方法：妊婦健診受診時医療機関の外来を通

してニーズ調査票(無記名，自記式)を配布、

依頼は文書にて行い、同封の返信用封筒に

て回収。回答は任意であり、返送により了

解が得られたものとすること、回答の有無

により何ら不利益を被ることはない旨依頼

文に記載する。個人は特定されず、得られ

たデータは統計的に処理される。大学の倫

理委員会の承認を得た上で実施する。 

内容：対象の属性、母子保健サービスで受

けることができる継続支援内容、里帰り分

娩のメリット・デメリット、希望する支援

やサービス内容（経済的支援、夫や産まれ

る子どもの同胞への支援、実家の負担軽減、

育児相談、母乳育児支援、帰宅後のフォロ

ー体制等）に対するサービス等 

 

(3) 過疎地域の産科医療施設の現状把握 

方法：過疎地域の分娩取扱い施設の概要(分

娩取扱い件数、医師数、助産師外来の有無

等)はインターネットより情報を得る。過疎

地域の産科医療体制および医療機関の現状

については(1）における過疎地域市町村の

実態調査より把握する。 

 データは統計的に取り扱い個々の医療機

関名は特定されず、倫理的配慮に留意する。 

 

４．研究成果 

(1)過疎地域における里帰り分娩に対する

母子保健サービスと地域支援体制の実態調

査 

 今後わが国の母子保健事業は、地域にお

ける切れ目のない妊娠・出産包括支援事業

として強化され、身近に細やかにサービス

が実施されていくことになる。しかし、過

疎地域は人口がH22年度1120万人と少ない

割に(8.8％）、面積は広く(国土の約 60％)、

自治体の財政力も弱い。そのため、分娩数

が減少し産科医療施設が集約化されてきて

も、スタッフの負担は大変大きい。 

里帰り分娩については、市町村では項目

欄にチェックは入っても個別に詳細な把握

はされていなく、具体的な継続支援策につ

いて個々に考慮されていない。さらに里帰

り分娩そのものも、減少し、分娩を取り扱

う産科施設の減少につながっている。過疎

地域は、人口の著しい減少に伴って地域社

会における活力が低下し、生産機能および

生活環境の整備等が他の地域に比較し低い

地域である。人口減少に歯止めがかからな

くても、里帰り人口を維持する政策は、過

疎地域の住民のみならず、そこを故郷とし

て縁を結ぶ人々や子どもにとって、人を育

てる(人間関係を増やす)重要な場所といえ

る。 

里帰り分娩に対する母子保健サービス

については、これまでも行政の壁により適

切なサービスを受けられなくなることが指

摘されてきている。ネットワークが発達し

た現代において、今回の結果を精査し、里

帰り分娩に対する情報提供システムのネッ

トワーク構築を早急にたちあげる必要があ

る。 

 

(2）里帰り妊婦を対象としたニーズ調査 

 県外からの里帰り分娩が減少し調査内容

が不十分で現在も継続中である。結果につ

いては早急に、学会等へ発表していきたい。 

 

(3) 過疎地域の産科医療施設の現状把握 

 過疎地域の市町村 616ヵ所の内、市は 120

市におよび、その中で分娩を取り扱う産科

施設のある市は 61 市と約半数である。分娩

数の減少、産科医不足、産科医療施設の減

少や産科病棟の混合病棟化が顕著といえる。 

施設の減少に対する憂慮もあるが、施設の

減少はスタッフの減少にも直結している。

子どもの数が減少しているが、妊産褥婦の



ニーズは多様化、複雑化している。スタッ

フの質の高さや、時間をかけた、子育て支

援に対応できるスタッフ教育のあり方が問

われているといえる。 
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